中央公園ファミリープール管理運営その他業務仕様書
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第１章　総括事項

１　基本方針

中央公園ファミリープール（以下「プール」という。）は、その名のとおりファミリーで楽しめるレジャー施設として昭和５４年７月に広島市が設置したものである。

本業務は、プール運営並びに関連設備等保守管理に係る業務及びプール周辺の中央公園のトイレ清掃業務を委託するものであり、良好なプール環境と良質のサービスの提供を実現し、来園者の満足度の向上を目指すものである。

２　業務施行における心構え

来園者はお客様であり、「おもてなしの心」をもってサービスし、より多くのお客様にご利用・ご満足していただくことを本業務の最大の目標とする。

したがって、来園者に対しては、笑顔で明るく、誠実・親切・丁寧に応対し、適切・迅速に行動することを基本とする。

また、来園者からの問い合わせ、意見、苦情に対しては、まず的確に聴き取り、常に相手の立場になって対応を考え、できる限り希望に添うよう措置することを原則とする。

なお、判断に迷う場合があれば、遅滞なく甲と協議すること。

３　遵守事項

⑴　園内では常に笑顔で来園者に接し、あいさつや会釈を励行すること。

⑵　園内ではあらかじめ定められたユニフォーム及び名札を正しく着用し、身だしなみを整えるとともに、来園者に不快感を与えるような格好及び言動を厳に慎むこと。

⑶　園内移動中は、絶えず園内に目を配り、ゴミが落ちていれば拾い上げること。

⑷　各担当業務の従事開始５分前には、当該担当部所に赴き準備を完了すること。

⑸　園内においては、業務遂行及び非常事態に必要な場合以外の携帯電話の個人的使用を禁止する。

⑹　園内の定められた場所以外での飲食・喫煙は禁止する。
⑺　業務施行に際しては、平成１９年３月文部科学省及び国土交通省作成の「プールの安全標準指針」及び社団法人日本プールアメニティ施設協会発行の「水泳プール総合ハンドブック」（平成２４年２月発行）を踏まえて行われなければならない。
⑻　業務施行に際しては、少なくとも１名以上の遊泳用プール衛生管理者を定めて業務に従事させなければならない。
⑼　上記衛生管理者は、平成１９年５月２８日付厚生労働省建工局長通知健発第0528003号「遊泳プールの衛生基準」及び平成１９年３月文部科学省及び国土交通省作成の「プールの安全標準指針」に準拠したプール衛生管理者講習会を終了した者でなければならない。
４　業務区分

本業務の区分は次のとおりとする。

⑴　総合運営管理業務

⑵　総合案内業務

⑶　園内巡回業務

⑷　プール監視業務

⑸　ロッカー管理業務

⑹　入退園管理業務

⑺　駐輪場管理業務
⑻　救護業務
⑼　園内清掃業務
⑽　開園準備業務
⑾　閉園収納業務
⑿　設備保守管理業務
⒀　水質管理業務
⒁　監視員等教育業務
⒂　自家用電気工作物点検業務
⒃　消防用設備等保守点検業務
⒄　公園便所清掃業務
５　報告事項

⑴　公益財団法人広島市みどり生きもの協会委託契約約款（以下「約款」という。）第６条に規定された委託業務実施計画書については、委託内容全般かつ全期間に係る実施計画書として作成し、契約締結後速やかに甲に提出してその承認を受けなければならないものとする。

⑵　約款第７条に規定された従業員については、当該従業員の住所氏名等を所定の従業員報告書に記入し、契約締結後速やかに甲に提出してその承認を受けなければならないものとする。なお、遊泳用プール衛生管理者を定め、これを明記しなければならないものとする
⑶　約款第８条に規定された現場責任者については、当該現場責任者の住所氏名及び緊急連絡先等を所定の従業員報告書に記入し、契約締結後速やかに甲に提出してその承認を受けなければならないものとする。

⑷　約款第１２条に規定された委託業務実施報告書は、月間報告書として当該１か月分を取りまとめて作成し、原則として当月分を翌月１０日までに甲に提出して、履行確認の検査を受けなければならないものとする。

⑸　乙が業務施行に使用する物品類は低公害高品質のものを選択するものとし、当該物品類の名称、規格寸法、性状及び使用数量を明記した協議書を作成し、実施計画書に添付のうえ契約締結後速やかに甲に提出してその承認を受けなければならないものとする。

⑹　約款第１１条第１項に規定された報告は、原則として文書で行うものとする。ただし、軽微なもの又は緊急を要するもので、口頭で行われるべき場合においてはこの限りではない。

⑺　各報告書類の様式については、あらかじめ甲及び乙が協議のうえ決定するものとする。

⑻　報告に類する文書には、「だれが」「いつ」「どこで」「なぜに（なんのために）」「なにを（なにが）」「どのように」「どうした（どうなった）」を明確に表現するものとする。

６　特記事項

⑴　プールの開園については、広島市公園条例及び広島市公園条例施行規則の規定に基づくものとし、当該条例規則等が改正された場合には、当該規定に基づき開園する。

⑵　業務施行中に人命に関わる事態が発生した場合には、直ちに救急救命活動を実施するとともに、１１９番通報して救急車の出動を要請し、救急車及び救急隊の出入口の確保を図るとともに、二次災害の発生防止を図ることとする。
⑶　警備上必要と認められる業務に従事する者については、安全確保と人命尊重を第一とする本業務の趣旨から自社職員とすることは勿論、警備業法施行規則第３８条に規定する警備員教育の受講修了者を充てなければならない。

なお、プール監視業務・総合運営管理業務及び園内巡回業務に従事する者については、業務の特殊性を考慮して警備員教育に要する費用相当額を見込んでいる。

⑷　業務施行中に着用するユニフォーム及び名札は乙の負担とするが、デザイン等について事前に甲及び乙が協議のうえ決定するものとする。

⑸　現場責任者は、本業務施行に伴う乙の従業員を総括的に指導監督すること。

⑹　乙から甲への報告や協議については、緊急時等やむを得ない場合を除き必ず現場責任者が直接行うこと。

⑺　乙は、本業務施行に必要な範囲内において、あらかじめ甲の承認を受けたうえで甲の施設の一部を使用又は利用することができる。

⑻　本業務施行に必要な費用は、乙の負担とする。ただし、甲の施設に係る光熱水費及び通信運搬費については甲の負担とする。

⑼　甲又は乙は、天候不良等によるプールの休園や、プール監視体制の変更等により、委託契約金額に変更が生じるものと認められた場合には、相手方に対して書面で当該変更を申し出ることができるものとし、金額や内容については、甲及び乙が協議のうえ決定するものとする。

⑽　この仕様書に疑義のあるとき、又は定めのない事項については、甲及び乙が協議のうえ必要事項を決定するものとする。

第２章　総合運営管理業務

１　業務概要

本業務は、プール運営に係る業務全般の総合管理、進行管理、連絡調整、指揮命令、緊急時対応、業務報告、調書作成、電話対応、苦情処理、園内放送等を行うものであり、プール運営の要となるものである。

２　運営体制

本業務の運営体制は、原則として次のとおりとする。〔開園期間を延長するときは別途指示する（以下同様）〕
⑴　業務期間

毎年度、７月１日から８月３１日までとする。

⑵　人員配置

	期　　間
	総括責任者
	案内員（女性）
	合　　計

	７／１～８／３１の毎日
	１ポスト
	１ポスト
	２ポスト


なお、総括責任者は、プール運営業務を総括的に掌握し監理するとともに、現場責任者として業務遂行において必要な甲との協議を行うことができるものとする。

⑶　勤務時間等

	区　分
	総括責任者
	案内員（女性）
	備　　考

	始業時刻
	午前８時００分
	午前８時３０分
	

	終業時刻（標準）
	午後６時３０分
	午後６時００分
	※業務完了までとする

	休憩時間
	勤務時間の途中に１時間とする
	


３　業務内容

本業務の内容は、次のとおりとする。

⑴　総括責任者は、午前８時までに出勤し、プール園内及びコインロッカー、各テント、貸浮輪、自動販売機その他の施設に異常がないかどうかを点検する。

また、園内清掃業務、設備保守管理業務及び水質管理業務の各責任者に報告を求め、当日のプール開園に支障がないかどうかを確認する。

⑵　総括責任者は、当日の業務従事者及び配置計画を確認するとともに、業務遂行に必要な器材の準備が万全であるかどうかを確認する。

⑶　総括責任者は、当日の天候、曜日及び過去の実績から、当日の入園者数を想定する。

⑷　総括責任者は、午前８時３０分に各業務従事者を集合させ、朝礼を行う。

なお、朝礼においては準備体操を実施し、従事者の服装チェックと発声練習を行うこと。

⑸　総括責任者は、朝礼に際して当日の想定入園者数を通知し、各業務の対応に遺漏の無いよう通達すること。

⑹　総括責任者は、各業務が所定の体制となり開園準備が万事整ったことを確認のうえ、甲にその旨報告して開園時刻である午前９時に開園の指示を行うこと。

⑺　案内員は開園の指示を受けて直ちに開園放送を行い、園内外に開園を通知する。

⑻　総括責任者は、プール開園時間中には原則として放送室に常駐し、常に園内の状況を総括的に把握するとともに各業務の監理を行い、甲と連携してプール運営が円滑に行われるように努め、各業務従事者に必要な指示を行うこと。

⑼　案内員は、放送室で電話に応対し、必要に応じて受付、保留、転送、取り次ぎ等を行うこと。

なお、原則として電話着信音３回以内に応答することとする。

⑽　プールに関する問い合わせ、忘れ物の問い合わせや引き取りに対応すること。

⑾　園内及び外部からの苦情等トラブルに対応し、速やかで円満な解決を図ること。

ただし、解決が困難と判断された場合には、直ちに甲と協議すること。

⑿　プール開園時間中には、毎時００分に５分間の休憩をとる旨の所定の園内放送をすること。また、入園者数が多いと認められる場合には、総括責任者が甲と協議のうえ毎時３０分にも５分間休憩をとる旨の園内放送をすること。

なお、当該休憩放送に際しては実施前に甲にその旨報告し承認を受けることとし、放送の前に現在時刻をアナウンスすること。

⒀　休憩放送を行った後には、プール監視業務及び園内巡回業務従事者に対して、遊泳者が全員水からあがり溺者等の問題がないことを確認させ、併せて園内の安全及び治安その他の問題がないことを確認するよう指示するとともに、その結果の報告を受けること。

⒁　休憩時間中に所定の注意事項を園内放送すること。また、休憩時間終了時にはその旨アナウンスすること。

⒂　入園者の呼び出し放送は、周辺の迷惑となるので、緊急の場合を除いて原則として行わないこと。また、このことについて、依頼者に説明し理解を得ること。また、外来者が入園者を捜す場合は、放送は行わず、直接本人が園内で探すようにお願いすること。

⒃　電話による呼び出し依頼は緊急の場合のみ受け付けることができるが、この場合には先方の電話番号と名前をメモしたうえで、呼び出して当該者が現れれば伝達するが、結果についてこちらから連絡は行わない旨を説明した後に電話を切ること。

⒄　迷子は総合案内所で対応するが、園内放送が必要な場合は引き受けること。

⒅　午後５時４５分には、閉園放送を開始すること。

⒆　総括責任者は、最後の入園者が退園したことを確認のうえ、各業務従事者に対して報告を求め、園内の異常なしを確認した後、各業務従事者を集合させ、終礼を行うこと。

⒇　終礼に際しては、当日の問題点や成果を報告し、必要に応じて改善策を指示すること。また、翌日の業務従事者及び配置計画を周知させること。

４　事故対処について

万一、事故が発生した場合の対応処置は、次のとおりとする。

⑴　事前に緊急時の救急救命体制を構築し、園内業務従事者全員に周知徹底しておくこと。

⑵　事故発生の通知があれば、直ちに園内に総括責任者を長とする救急救命体制を敷き、この指揮をとること。

⑶　情報収集・状況分析を行い、必要ならば直ちに救急車の出動を要請すること。

⑷　総括責任者は、事故発生に伴い、園内に動揺が生じないように各業務従事者の統制を図り、冷静沈着に行動するように努めること。

⑸　総括責任者は、事故状況を甲に報告し、対応について協議すること。

⑹　救急隊に事故者を引き継ぐ場合には、業務従事者から付添者を随行させて情報収集すること。

⑺　事故発生状況、目撃者、救助者、救助状況等の情報を収集整理しておき、結果と併せて、事後速やかに事故対処報告書を甲に提出すること。

⑻　原則として毎週１回は、水難救助等の緊急対応に関する全体訓練を実施すること。

⑼　事故やトラブルが発生した場合には直ちに総括責任者へ報告がなされるように体制を整えるとともに、必ず総括責任者が現場を確認し必要な措置を施したうえで、甲へ報告又は協議すること。なお、溺水事故や恐喝、暴力行為等の重大なトラブル発生時については、上記によらず直ちに甲と協力して対応するものとする。

５　報告事項

総合運営管理業務に係る報告事項等は、次のとおりとする。

⑴　総括責任者は、閉園後の園内を確認し、忘れ物等の有無、清掃作業等他業務の施行状況把握を行うとともに、当日分の業務について約款第１２条の規定に基づき日報を作成し、原則として当日中に甲に提出すること。

⑵　他業務の日報を確認整理し、取りまとめのうえ原則として当日中に甲に提出すること。

⑶　総括責任者は、各業務から提出される日報等の作成を総合的に監理調整し、業務遂行の為に必要な指示を各業務従業員に指示して遺漏又は錯誤のないように万全を期すこと。　

第３章　総合案内業務

１　業務概要

本業務は、園内における総合案内所を運営する業務であり、来園者への案内、忘れ物や落とし物（以下「拾得物」という。）の受付整理、苦情対応、迷子受付等の各種来園者サービスを始め、開園時間内におけるプール運営の総括的な現場管理、総合運営管理業務との連絡調整及び緊急時対応その他を行うものである。

２　運営体制

本業務の運営体制は、原則として次のとおりとする。

⑴　業務期間

毎年度、７月１日から８月３１日までとする。

⑵　人員配置

	　期　　間
	主任管理員
	案内員
	合　　計

	7/1～7/20の平日
7/1～7/20の土曜日
	１ポスト
１ポスト
	１ポスト
２ポスト
	２ポスト
３ポスト

	7/21～8/31の平日
7/21～8/31の土曜日
	１ポスト
１ポスト
	２ポスト
２ポスト
	３ポスト
３ポスト

	全期間の日祝日
	１ポスト
	３ポスト
	４ポスト


主任管理員は、総括責任者を補佐するものとする。

⑶　勤務時間等

	区　分
	主任管理員
	案内員
	備　　考

	始業時刻
	午前８時３０分
	午前９時００分
	

	終業時刻（標準）
	午後６時３０分
	午後６時００分
	業務完了までとする

	休憩時間
	勤務時間の途中に１時間とする
	


３　業務内容

本業務の内容は、次のとおりとする。

⑴　園内における総合受付・対応窓口として、入園者のあらゆる事象に対処すること。

ただし、その場での判断や対応が困難と判断される時には、速やかに総合運営管理業務と連携して対処し、必要な場合は主任管理員及び総括責任者を通じて甲へ報告すること。

⑵　拾得物は、受け付けと同時に所定の帳簿に必要事項を記入すること。

⑶　拾得物のうち、記名や住所、電話番号等により所有者又は権利者に連絡のつくものは、適宜連絡を行うとともに引き取りを依頼すること。

なお、引き取りに際しては本人又は正当な代理人であることが確認できるもの（運転免許証や保険証、身分証明書等）が必要となることをあらかじめ申し添えておき、引き渡し時には必ず当該人確認を行うとともに、その旨帳簿に記載しておくこと。

⑷　所有者又は関係者が当日のうちに引き取りに来た場合には、当該拾得物の色、形、大きさ、内容等の特徴を聞き取り、一致していれば返却して差し支えない。

⑸　拾得物のうち、翌日以降保管するものは、タオルや水着等の布製品は救護室備え付けの洗濯機で洗濯し、その他のものも汚れを落とした後に、十分乾燥させること。

⑹　乾燥させた個々の拾得物には所定の荷札を添付し、帳簿に記載の番号と拾得日を記入したうえで所定の段ボール箱に詰めて保管し、箱の内外には当該内容物の一覧を貼付しておくこと。

⑺　拾得物の警察への届出については、事務便宜上、当園内において１週間保管した後にこれを取りまとめて広島県広島中央署会計課へ移管することとなっているので、所定の届出書に必要事項を記入のうえ甲に提出し、当該文書とともに中央署へ搬入すること。

なお、具体的な搬入方法については、甲及び中央署と協議のうえ決定するものとする。

⑻　当園内で保管中の拾得物に関する問い合わせがあった場合には、直ちに調査を行い、該当するものがあれば相手方に引き取りを依頼するとともに、当該帳簿及び荷札に「連絡済み」と記入のうえ別に保管し、中央署へは移管しない。

⑼　園内における入園者の持ち物の紛失が発生した場合には、当該物品の特徴を聴き取り所定の紛失届を作成するとともに、園内業務従事者に当該物品を捜索するよう指示をすること。

なお、当該物品が発見された場合には、現状を保ったまま持ち主に連絡を行い、引き取りの依頼をするとともに、引き取りに際しては発見時の状況を詳しく説明すること。

⑽　園内において入園者の金品が盗難に遭った場合には、直ちに当該金品の特徴を聴き取り、盗難届を作成するとともに、容疑者が特定されればその特徴を聴き取り、速やかに総括責任者を通じて園内業務従事者に捜索を指示すること。

なお、被害者には、当該盗難届に併せて警察署へ届け出るよう進言し、盗難に係る警察の現場検証が行われる場合には、積極的に協力すること。

⑾　盗難に係る容疑者が発見された場合には、直ちに園内巡回業務従事者に対して複数で身柄を確保するよう指示し、総括責任者へ報告すること。

⑿　園内における迷子を発見した場合には、総合案内所で引き受け、園内巡回業務に伝達のうえ保護者を捜索し、見つからない場合は、園内放送を依頼すること。

なお、迷子本人には不安を与えないよう注意するとともに、必ず本人の目線で会話すること。

⒀　コインロッカーのトラブルについては、ロッカー管理業務と協調して対応すること。

⒁　コインロッカーの鍵の紛失については、申し出者が当該ロッカー使用者本人であることを確認した後、紛失届に記入すると共に本人と当該ロッカーへ赴き、ロッカー管理業務従事者を立会させたうえマスターキーで解錠し、あらかじめ本人から聴き取った収納物と整合するかどうかを確認のうえ、本人に収納物を引き取らせること。なお、当該収納物には一切手を触れてはならず、また、申し出者が本人ではない場合は原則的に解錠しないこと。

⒂　鍵を失ったコインロッカーは、直ちに予備のキーユニットと交換し、白紙の番号札に当該ロッカー番号を記入のうえ予備鍵にゴム紐で結束しておくこと。失った鍵と番号札は別途購入することとなるので、総括責任者を通じて甲に報告すること。

⒃　コインロッカーにお金をいれたにも関わらず鍵がかからないという申し出に対しては、直ちに当該コインロッカーのキーユニットを予備のものと交換すること。交換したキーユニットは総合案内所に持ち帰り、簡単な清掃を行うとともに作動確認を行い、支障なければそのまま予備として保管すること。また、作動不良の場合はメーカーに修理を依頼するので、甲に報告すること。

なお、ユニット交換に際しては、番号札の付け替えを忘れないようにすること。

⒄　コインロッカーのトラブルによる返却金の取り扱いについては、別途協議のうえ必要な事項を定めるものとする。また、使用中のコインロッカーをマスターキーで解錠する必要が生じた場合にも、鍵の紛失時と同様の対応とするが、疑義を生じやすいため、慎重に対応すること。

⒅　自動販売機や売店、食堂に関するトラブルについては、総合案内所が実体的な受付窓口となるので、あらかじめ関係業者と対応を協議のうえ入園者に不快感を与えないように努めること。

⒆　溺水等の事故が発生した場合には、園内巡回業務に指示するとともに救護業務に協調すること。

⒇　その他園内の他業務及び入園者の状況を把握し、適宜総括責任者へ報告を行うとともにその指示を受けること。

４　事故対処について

万一、事故が発生した場合の対応処置は、次のとおりとする。

⑴　事故発生の通知があれば、総括責任者の指示の下に救急救命体制を構え、園内を総括すること。

⑵　園内巡回業務、プール監視業務、看護業務の各従業員の統制と、入園者の整理を図ること。

⑶　情報収集・状況分析を行い、総括責任者に逐一報告すること。

５　報告事項

総合案内業務に係る報告事項等は、次のとおりとする。

⑴　約款第１２条の規定に基づき業務施行当日の日報を作成し、原則として総括責任者を経て当日中に甲に提出すること。

⑵　総合案内業務日報の作成においては、ロッカー管理業務、入退園管理業務、駐車場管理業務及び園内巡回業務の日報内容と整合させること。

第４章　園内巡回業務

１　業務概要

本業務は、園内における総合案内の一環として自ら園内を移動し、入園者に必要な情報提供等のサービスをきめ細やかに行うとともに、積極的に入園者に声をかけ挨拶をすることにより盗難や恐喝等の事件やいたずらの発生を未然に防止し、隅々まで管理の目を行き届かせることによって、園内の安全と秩序を保ち快適な空間を実現しようとするためのものである。

２　運営体制

本業務の運営体制は、原則として次のとおりとする。

⑴　業務期間

毎年度、７月１日から８月３１日までとする。

⑵　人員配置

	　期　　間
	案内員
	合　　計

	７／１～７／２０の平日
	１ポスト
	１ポスト

	７／１～７／２０の土曜日、祝日及び日曜日
及び
７／２１～８／３１の毎日
	２ポスト
	２ポスト


総合案内業務と相互に連携すること。

⑶　勤務時間等

	区　分
	案内員
	備　　考

	始業時刻
	午前８時３０分
	

	終業時刻（標準）
	午後６時００分
	業務完了までとする

	休憩時間
	勤務時間の途中に１時間とする
	


３　業務内容

本業務の内容は、次のとおりとする。

⑴　園内における総合案内所の出先としてあらゆる事象に対処し、その内容は総合案内業務に準じること。ただし、その場での判断や対応が困難と判断される時には、速やかに総合案内所に報告し、その指示を受けること。

⑵　巡回中は常に笑顔で入園者に接し、積極的に挨拶すると共に用命がないかどうかを尋ねること。

⑶　挙動不審者を発見した場合には、笑顔を保ちつつ当該者へ直ちに挨拶し、何か用事がないかどうかを尋ねてみること。その後、必要に応じて挙動を監視すること。

⑷　盗難や恐喝の現場を発見した場合には、直ちにこれをやめるよう直言し、総合案内所に報告するとともに、容疑者を確定して警察に引継ぐこと。

容疑者が逃走しようとした場合は、被害物品又は被害者の安全を確保したうえで直ちに応援を要請し、双方の安全が確認できる状況であれば容疑者の身柄を拘束してもよい。

⑸　園内において、いたずら、危険な行為、禁止されている行為、第三者に迷惑を及ぼす行為を発見した場合は、直ちにこれをやめるように直言すること。

⑹　子供向けの施設であり、喫煙コーナーを定めていることから、喫煙コーナー以外の場所での喫煙行為を発見した場合には、移動してもらうように説得を試みること。ただし、決して無理強いしてはならないので留意すること。

⑺　明らかに未成年者とわかる者が喫煙している場合には、直接本人から年齢を確認してからやめるように指導すること。

⑻　ガラス製水中メガネやガラス瓶等のガラス製品を持ち込んでいる入園者を発見した場合には、割れると危険な旨を説明したうえ、使用しないように指導すること。

⑼　園内は土足禁止としているので、土足の入園者を発見した場合にはこれを脱がせること。

⑽　園内は飲酒禁止としているので、飲酒している入園者にはやめるように説得すること。

⑾　園内への動物の持ち込みは禁止することとしているので、ペット等の動物を連れている入園者には連れ出して頂くこと。ただし、盲導犬はこの例外となるので留意すること。
 なお、いずれの場合も動物の入水については、プールの管理運営上著しい支障となるため全面的に禁止しているので、その旨説明すること。

⑿　適切な指導者又は付添人を伴うことなく入水しようとしている６歳未満のこどもを発見した場合には、ただちにこれを中止させるとともに、当該指導者及び付添人を捜して引き渡すこと。

⒀　記念写真を撮ろうとする入園者には、その手伝いを申し出ることが望ましい。

⒁　入園者の行動に目を配り、何らかの手伝いや案内ができると思われた場合には、躊躇することなくその旨申し出ること。

⒂　園内に落ちているゴミ等を発見した場合には、拾ってゴミ箱に捨てること。また、満杯のゴミ箱があれば速やかに園内清掃業務へ伝達すること。

⒃　巡回中に限らず、また、入園者からの要望がある場合においても、原則として入園者の持ち物に直接触れてはならない。やむを得ず触れる場合には、必ず２人以上で第三者の立会をもって行うことし、嫌疑をかけられないように十分注意すること。

⒄　入園者が園内に持ち込んだ手回り品に気を配り、財布等の貴重品を持ち込んでいると認められた場合には、コインロッカーを利用するように進言すること。また、財布類を持ち歩いている人には、同様に進言すること。

⒅　園内での火器の使用は、危険防止のため禁止とする。

⒆　プール監視業務と連携を密にして、必要に応じて監視活動の補助を行うこと。

⒇　原則として入園者から物品を預かってはならない。入園者から拾得物の申し出があった場合には、権利等に関して所定の事務処理が必要となるので、拾得した本人が総合案内所に届け出ていただくように説明すること。なお、本人が権利等を放棄する場合には、その場で当該拾得物を受領し、総合案内所に引き継ぎ、事務処理を行うこと。

４　休憩時間の対応

園内放送で休憩時間が伝達された場合の対応は、次のとおりとする。

⑴　遊泳者に対して、速やかに水からあがり休憩するように指導する。

⑵　プール内の浮遊物や沈殿物、溺者の有無、施設や設備の状態を確認すること。

⑶　休憩時間中の入園者の動きに留意し、特にプールサイドで走らないように注意を促すこと。

⑷　入園者の手回り品に留意し、特に金品の持ち歩きに注意を促すこと。

⑸　原則として休憩時間に行われる監視員の交代を補助し、安全管理に遺漏のないよう注意する。

５　閉園時の対応

園内放送で閉園が伝達された場合の対応は、次のとおりとする。

⑴　入園者に対して、速やかに水から上がり、午後６時までに退園するように指導する。

⑵　入園者に対して、忘れ物や落とし物をしないよう、また、貸浮輪の返却を指導する。

⑶　園内の安全点検を行い、特に物陰や隅の状況を指差確認する。

⑷　園内に残っている入園者には、退園を促すとともに更衣室まで案内し、退園を見届ける。

６　事故対処について

万一、事故が発生した場合の対応処置は、次のとおりとする。

⑴　園内巡回中に、遊泳者が溺水若しくは溺水しかけているものと思われた場合には、何ら躊躇することなく直ちにこれを救助すること。

⑵　プール監視員が救助活動を開始した場合には、直ちに補助にあたること。

⑶　救助活動に伴い監視台が空席となった場合は、代替の監視員が着任するまで監視区域の監視活動を引き継ぎ実施すること。

⑷　野次馬等の人員を整理するとともに、目撃者と目撃情報を収集すること。

⑸　救急車及び救急隊の出動を要請した場合には、これの誘導を行うこと。

７　報告事項

約款第１２条の規定に基づき業務施行当日の日報を作成し、原則として総括責任者を経て当日中に甲に提出すること。

第５章　プール監視業務

１　業務概要

本業務は、入園者の遊泳状況を総括的に管理し、その秩序と安全の保持を図るとともに、溺水等の事故発生予防を第一義としつつ、万一の事故発生に係る迅速な救急救命活動を組織的に行う体制を整えることによって、快適で安心なプール環境を実現しようとするものである。

２　運営体制

本業務の運営体制は、原則として次のとおりとする。

⑴　業務期間

毎年度、７月１日から８月３１日までとする。

⑵　人員配置

	　期　　間
	多目的プール
	流れるプール
	こどもプール
	合計

	７／１～７／２０の平日
	４ポスト
	５ポスト
	２ポスト
	１１ポスト

	７／１～７／２０の土曜日
	４ポスト
	６ポスト
	２ポスト
	１２ポスト

	７／２１～８／３１の毎日
（祝日及び日曜日を除く）
	４ポスト
	８ポスト
	３ポスト
	１５ポスト

	７／１～８／３１の祝日及び日曜日
	５ポスト
	８ポスト
	３ポスト
	１６ポスト


・各プールには、それぞれ１ポストの主任監視員を配置すること。（ただし、主任監視員が休憩中である時は除く。）
・主任監視員は日本赤十字社水上安全法救助員の資格を有すること。
・各プールにおける監視員の配置は原則として上記表のとおりであるが、天候等により監視員を減ずることが可能である場合は、甲乙協議することとする。
⑶　勤務時間等

	区　分
	主任監視員
	監視員
	備　　考

	始業時刻
	午前８時３０分
	午前８時３０分
	

	終業時刻（標準）
	午後６時３０分
	午後６時００分
	業務完了までとする

	休憩時間
	勤務時間の途中に１時間とする
	


３　業務内容

本業務の内容は、次のとおりとする。

⑴　業務に際しては、入園者の安全確保と人命尊重を第一とする。

⑵　監視は、プール、プールサイド及びその周辺とする。

⑶　入園者はレジャーとしてプールに遊びに来ていることを鑑み、常に来客に対する感謝の気持ちを持ち、親切、丁寧、誠実に応対することを心がけること。

また、監視や指導には毅然とした態度が必要であるが、必要以上の厳しさ、横柄な態度、命令口調など、人間として不快感を覚えるような言動は厳にこれを慎むこと。

⑷　監視員は、園内における規範を自ら体現し、信頼感と品位のある言動を保つとともに、勤務時間中は、万一の救急救命活動に備えていつでも水中に飛び込めるように、万全の体制を整えておくこと。

⑸　監視は、受け持ち区域においてまんべんなく行い、隣接又は対向する監視員と相互に補完協調し、見落とし等の漏れがないように行うこと。

⑹　園内巡回業務と連携を密にして、プールサイドの安全確保に協調すること。

⑺　適切な指導者又は付添人を伴うことなく入水しようとしている６歳未満のこどもを発見した場合には、ただちにこれを中止させるとともに、園内巡回業務に引き渡し、当該指導者又は付添人を捜すよう伝達すること。

⑻　各プールの水深に対して正立で顔面が水上に達しない者は、溺水事故に至る可能性が高いので原則として浮輪なしに入水をさせてはならない。ただし、指導者又は付添人が補助しながら遊泳する場合は、この限りでない。

⑼　次に掲げる事項に該当する者は、広島市公園条例施行規則の規定に基づき、プール使用を制限することとなるので、その旨当該者に伝達し、遊泳又は入水を中止させること。

ア　酒気を帯びて遊泳しようとする者

イ　他人に危害を及ぼしている者

ウ　適切な指導者又は付添人のないまま遊泳しようとする幼児

エ　大量のサンオイルや整髪料をつけたまま遊泳しようとする者

オ　動物の類を携帯したまま遊泳しようとする者

カ　明らかに伝染性の病気にかかっていると認められる者

キ　水質保持等のプール管理運営に著しい支障が発生すると認められる行為をする者

ク　係員の指示に従わない者

⑽　次に掲げる物品は、プール管理運営上支障があると認められるため、遊泳に使用することを制限するので、その旨当該者に伝達し、使用を中止させること。

ア　潜水用具（ゴーグルや水中メガネのうちガラス製以外のものは使用可とする）

イ　櫂やオール、パドル類及び動力機を付けて航行するもの

ウ　帆走するもの

エ　サーフボードやボディボードに類するもの

オ　等身大を著しく越えるボートや浮輪に類するもの

⑾　次に掲げる行為は、原則として禁止とするので、その旨当該者に伝達しやめさせること。

ア　プールサイドでのボール投げや鬼ごっこ等は、転倒のおそれが高いため禁止とする。

イ　プールへの飛び込みは、怪我や事故のおそれがあるため閉散時、混雑時を問わず禁止とする。

ウ　水着（スイムＴシャツを含む）以外のシャツやブラウス、ステテコ類を着用したままでの遊泳は、水質保全のうえで支障となるので禁止する。ただし、火傷や刺青を隠すために着用する場合は許可する。

エ　日焼け止めクリームやサンオイル類の使用は水質保全上禁止としているところであるが、社会通念上常識的な範囲内の使用まで一律に制限しようとするものではないので、留意すること。

オ　複数の浮輪を装着し身体が拘束された状態で遊泳することは、転覆等により溺水するおそれが高いため、やめさせること。

⑿　入園者から物品を預からないこと。また、監視台の周辺に入園者の手回り品を受け入れると迅速な救急救命活動の支障となるので、その旨説明して移動してもらうこと。

⒀　拾得物や迷子、入園者からの相談や苦情に係る応対は、監視活動の支障とならない範囲で簡潔かつ明確に行うとともに、速やかに園内巡回業務に協力を求めること。

⒁　入園者間のトラブル、迷惑行為、犯罪行為を発見した場合には注意を行うとともに、直ちに園内巡回業務に伝達すること。

⒂　プール内で浮遊汚物を発見した場合は、直ちにこれを除去し、水質管理業務及び園内清掃業務に報告すること。

⒃　原則として毎週１回は、水難救助等の緊急対応に関する訓練を実施すること。

４　休憩時間の対応

園内放送で休憩時間が伝達された場合の対応は、次のとおりとする。

⑴　遊泳者に対して、速やかに水から上がり休憩するように指導する。

⑵　担当監視区域の浮遊物や沈殿物、溺者の有無、施設や設備の状態を目視で確認する。

⑶　各監視員は、異常の有無を確認後、直ちに各プールの主任監視員に報告を行う。

⑷　各プールの主任監視員は、各監視員からの報告を受けてこれを総括したうえで、総括責任者に報告する。

⑸　監視員の交代は、原則として休憩時間内に速やかに行うものとする。

５　閉園時の対応

園内放送で閉園が伝達された場合の対応は、次のとおりとする。

⑴　入園者に対して速やかに水から上がり、午後６時までに退園するように指導する。

⑵　主任監視員は、担当プールから遊泳者が退出しプール内外に異常がないことを確認したうえで、その旨総括責任者に報告する。

⑶　主任監視員は、総括責任者の了承を得て担当プールの各監視員に監視終了を伝達し、これを受けた各監視員は、各自用具類を整理整頓したうえ監視台を降りる。

⑷　各監視員は監視台周辺の救命浮輪等を整理整頓し、再度プール内外の安全を指差確認する。

⑸　園内に忘れ物や落とし物があればこれを拾得し、総合案内所へ届ける。また、放置された貸浮輪があれば浮輪貸出所へ返却する。

⑹　園内に残った入園者がいないかどうかを確認し、いれば退園を促すとともに更衣室まで案内し、退園を見届ける。

６　多目的プールについて

多目的プールにおける監視業務の特記事項は、次のとおりとする。

⑴　 多目的プールは、０．９ｍから１．０ｍの水深がある。
⑵   危険防止のため潜水を禁止する。

⑶　 危険防止のため飛び込みを禁止する。また、監視に際しては、当該フロアの破損の有無について常に留意し、目視点検を随時行うこと。

７　こどもプールについて

こどもプールにおける監視業務の特記事項は、次のとおりとする。

⑴　こどもプールは、乳幼児及び小児用のプールであるため、原則として中学生以上の利用は制限すること。なお、指導者又は付添人として利用する場合はこの限りでない。

⑵　６歳未満の乳幼児が滑り台を利用する場合は、必ず指導者又は付添人が補助していることを確認すること。

⑶　滑り台は、１連において１人ずつ順番に利用させることとし、１人が滑り終わって次が滑るように制御すること。

⑷　滑り台の逆行や、寝そべり、腹這い、うつぶせなどの危険な滑り、浮輪を腰に着用したままの滑り、滑り台直下周辺での遊泳や横断等の行為は、怪我や事故の原因となるので、禁止する。

⑸　噴水内で遊ぶことは、禁止する。

⑹　指導者又は付添人が水着以外の衣類を着用してプール内に入ろうとする場合には、遊泳目的ではないことが明確であれば容認するものであるが、当該衣類がプールに浸かるようであればこれを指摘し、水質保持のために脱いでもらうように説得すること。

⑺　単独で行動している乳幼児に特段の注意を払い、指導者又は付添人に対して常に補助するように指導する。

⑻　全裸の状態で乳児をプールに入れないこと。

８　流れるプールについて

流れるプールにおける監視業務の特記事項は、次のとおりとする。

⑴　流れるプールの規定水深は１．１ｍであり、１周約２６０ｍ、平均流速は０．６ｍ／秒であるため、水中では単純計算でも１㎡当り６００㎏の圧力で流されることに留意すること。

⑵　肩の高さが１．１ｍに達しない者は、原則として身体に密着する浮輪等の補助具を装着したうえで利用させること。なお、指導者又は付添人が同伴する場合は、この限りでない。

⑶　乳幼児は、浮輪等の有無に関わらず、指導者又は付添人の同伴がある場合に限り利用できるものとする。

⑷　プールサイドに座って水中に足や手をつけているこどもは、水流によってプールに転落するおそれがあるので、特に注意すること。

⑸　起流ポンプの吸入口（４か所）は、特に注意して監視すること。

⑹　起流ポンプの吐出口（４か所）及び補給噴水下は混雑するので、適宜整理すること。

⑺　補給噴水口を手で塞いだり、身体をかぶせたりするいたずら行為は、やめさせること。

⑻　流れに逆行して泳ぐと衝突等の事故原因になるので、禁止する。

９　事故対処について

万一、事故が発生した場合の対応処置は、次のとおりとする。

⑴　遊泳者が溺水若しくは溺水しかけているものと思われる場合には、何ら躊躇することなく直ちにこれを救助すること。

⑵　救助活動の開始を認知した他の監視員は、直ちに園内全体にこれを通知するとともに、救助活動の補助にあたること。ただし、担当区域の監視活動は継続すること。

⑶　事故者を救助し、直ちに必要な救急救命措置を施し、看護師の指示又は救急隊に引き渡すまではこれを継続して行うこと。

⑷　事故の発生状況、救助状況等を整理し、総括責任者へ報告すること

⑸　その他の入園者に不安や動揺が広まらないように留意し、毅然とした言動を保持すること。

１０　報告事項

プール監視業務に係る報告事項等は、次のとおりとする。

⑴　約款第１２条の規定に基づき業務施行当日の日報を作成し、原則として総括責任者を経て当日中に甲に提出すること。

⑵　水難救助等の緊急対応に関する訓練の実施報告書を作成し、原則として総括責任者を経て当日中に甲に提出すること。

１１　特記事項

損害賠償責任保険は、保険料を甲の負担として加入するが、プール監視業務に起因する事故の示談処理等は乙が行うものとし、賠償金額が当該保険の補償金額を超える場合には、不足分を乙が負担するものとする。

第６章　ロッカー管理業務

１　業務概要

本業務は、入園者の利用するコインロッカー及び更衣室を監視して防犯及びトラブル防止を図るとともに、適切な案内を行うことで、快適で安心なプール環境を実現しようとするものである。

２　運営体制

本業務の運営体制は、原則として次のとおりとする。

⑴　業務期間

毎年度、７月１日から８月３１日までとする。

⑵　人員配置

	期　　間
	管理員（男性）
	管理員（女性）
	合計

	７／１～８／３１の毎日
	１ポスト
	１ポスト
	２ポスト


⑶　勤務時間等

	区　分
	主任管理員
	備　　考

	始業時刻
	午前８時３０分
	

	終業時刻（標準）
	午後６時３０分
	業務完了までとする

	休憩時間
	勤務時間の途中に１時間とする
	


３　業務内容

本業務の内容は、次のとおりとする。

⑴　総合案内所の出先として、コインロッカーや更衣室内のあらゆる事象に対処すること。ただし、その場での判断や対応が困難と判断される時には、速やかに総合案内所に報告し、その指示を受けること。

⑵　コインロッカー及び更衣室を巡回監視しながら、常に笑顔で入園者に接し、積極的に挨拶すると共に用命がないかどうかを尋ねること。

⑶　挙動不審者を発見した場合には、笑顔を保ちつつ当該者へ直ちに挨拶し、何か用事がないかどうかを尋ねてみること。その後、必要に応じて挙動を監視すること。

⑷　盗難や恐喝の現場を発見した場合には、直ちにこれをやめるよう直言し、総合案内所に報告するとともに、容疑者を確定し、警察に引継ぐこと。

容疑者が逃走しようとする場合は、被害物品又は被害者の安全を確保したうえで直ちに応援を要請し、双方の安全が確認できる状況であれば容疑者の身柄を拘束してもよい。

⑸　コインロッカーに対するいたずら、危険な行為、禁止されている行為、第三者に迷惑を及ぼす行為を発見した場合は、直ちにこれをやめるように直言すること。

⑹　子供向けの施設であり、喫煙コーナーを定めていることから、喫煙コーナー以外の場所での喫煙行為を発見した場合は、直ちにやめてもらうよう説得すること。また、明らかに未成年者とわかる者が喫煙している場合には、直接本人から年齢を確認してからやめるように注意すること。

⑺　ガラス製水中メガネやガラス瓶等のガラス製品を持ち込もうとしている入園者を発見した場合には、割れると危険な旨を説明したうえ、持ち込まないように指導すること。

⑻　園内は土足禁止としているので、土足のままで入園しようとしている者を発見した場合にはこれを脱がせることとし、同意が得られない場合は当該土足を水洗のうえ使用して頂くように説得すること。

⑼　園内は飲酒禁止としているので、酒類の持ち込みや泥酔している入園者にはやめるように説得すること。

⑽　園内への動物の持ち込みは禁止することとしているので、ペット等の動物を連れている入園者には連れ出して頂くこと。ただし、盲導犬はこの例外となるので留意すること。
　なお、いずれの場合も動物の入水については、プールの管理運営上著しい支障となるため全面的に禁止しているので、その旨説明すること。

⑾　入園者の行動に目を配り、何らかの手伝いや案内ができると思われた場合には、躊躇することなくその旨申し出ること。また、更衣室内に落ちているゴミ等を発見した場合には、拾ってゴミ箱に捨てること。また、満杯のゴミ箱があれば速やかに園内清掃業務へ報告すること。

⑿　入園者からの要望がある場合においても、原則として入園者の持ち物に直接触れてはならない。

　　やむを得ず触れる場合には、必ず２人以上で第三者の立会をもって行うことし、嫌疑をかけられないように十分注意すること。なお、原則として入園者から物品を預かってはならない。

⒀　入園者の手回り品に気を配り、財布等の貴重品をプールサイドに持ち込もうとしている場合には、コインロッカーを利用するように指導すること。

⒁　施錠せずにコインロッカーを使用している者には、施錠するように指導すること。

⒂　コインロッカーに関する苦情やトラブルには速やかに対応し、必要な場合にはコインロッカーを閉鎖することができるものとする。なお、コインロッカーの閉鎖に際しては、閉鎖原因、閉鎖方法及び閉鎖時刻を明確にし、総括責任者を経て甲に報告すること。また、閉鎖したコインロッカーは可及的速やかに復旧することとし、復旧方法については総括責任者を経てあらかじめ甲と協議のうえ決定すること。

⒃　園内での火器の使用は危険防止のため禁止としているので、火器を持ち込もうとしている者にやめるよう指導すること。

⒄　入園者から拾得物の申し出があった場合には、権利等に関して所定の事務処理が必要となるので、拾得した本人が総合案内所に届け出ていただくように説明すること。

なお、本人が権利等を放棄する場合には、その場で当該拾得物を受領し、総合案内所に引き継ぎ、事務処理を行うこと。

⒅　総合案内業務と連携を密にして、必要に応じて監視活動の補助を行うこと。

４　閉園時の対応

園内放送で閉園が伝達された場合の対応は、次のとおりとする。

⑴　入園者に対して、午後６時までに退園するように指導する。

⑵　更衣室内に忘れ物や落とし物があればこれを拾得し、総合案内所へ届ける。また、放置された貸浮輪があれば浮輪貸出所へ返却する。

⑶　コインロッカーを確認し、鍵の未返却や破損の有無を調べ、集金装置の電源を投入すること。

⑷　最後の入園者が退園するのを見届け、その旨総合案内所へ報告する。

⑸　集金装置の電源を切り、甲が行なう集金業務を補佐すること。

⑹　回収した硬貨は総括責任者を経て甲に提出し、金種金額の確認を受けること。

⑺　現金類の取り扱いには万全の注意を払い、些かの疑念も生じさせないこと。

５　報告事項

約款第１２条の規定に基づき業務施行当日の日報を作成し、原則として総括責任者を経て当日中に甲に提出すること。

第７章　入退園管理業務

１　業務概要

本業務は、中央公園ファミリープール正面切符売場及び出入口周辺における入園料収受その他の事務補助と接客案内、人員整理と安全管理を行うものである。

２　運営体制

本業務の運営体制は、原則として次のとおりとする。

⑴　業務期間

毎年度、７月１日から８月３１日までとする。

⑵　人員配置

	期　　間
	主任管理員

（収納担当）
	業務員
	警備員
	合計

	７／１～７／２０の平日
	２ポスト
	１ポスト
	１ポスト
	４ポスト

	７／２１～８／３１の平日

及び全期間の土曜日
	２ポスト
	２ポスト
	１ポスト
	５ポスト

	７／１～８／３１の日祝日
	２ポスト
	３ポスト
	１ポスト
	６ポスト


⑶　勤務時間等

	区　分
	収納担当
	業務員
	警備員
	備　　考

	始業時刻
	午前８時３０分
	午前８時３０分
	午前８時３０分
	

	終業時刻（標準）
	午後６時３０分
	午後５時１５分
	午後６時００分
	業務完了まで

	休憩時間
	勤務時間の途中に１時間
	勤務時間の途中に４５分間
	勤務時間の途中に１時間
	


３　業務内容

本業務の内容は、次のとおりとする。

⑴　正面入口パイプシャッターの解錠及び開放。

⑵　切符売場及び出入口周辺の開園準備・備品設置と閉園時の収納後片づけ。

⑶　手売入園券及び自動入園券販売機の設営準備及び後片づけ。

⑷　切符売場窓口における個人入園料の収受と入園券の発券に係る業務及びその補助。

⑸　団体入園者の受付及び団体入園料の収受と領収書の発行に係る業務及びその補助。

⑹　減免入園者の対応及びその補助。

⑺　入園券のもぎりと入園者及び退園者の確認。

⑻　自動券売機の稼働管理及びつり銭補充等に係る業務及びその補助。

⑼　両替対応及び現金管理に係る業務及びその補助。

⑽　入園料、入園者数、入園券等の整理集計及び業務日報等報告書類の作成に係る業務及びその補助。

⑾　コインロッカー使用料集金に係る業務及びその補助。

⑿　甲が行う使用料収納事務の補助。

⒀　不正な手段による入園の防止及び禁止・迷惑行為の阻止。

⒁　入退園に係る雑踏整理及び安全確保。

⒂　その他出入り口周辺の全般的な安全管理と誘導整理。

４　切符売場について

切符売場における業務施行の留意点は、次のとおりとする。

⑴　入園者が最初に接する場所であるので、応対には笑顔で明るく、誠実、親切、丁寧に、また、適切、迅速、確実に行うこと。

⑵　入園者からの意見や要望、苦情等に対しては、まず的確に聴き取り、常に相手の立場になって対応を考え、できる限り希望に添うよう措置することを基本とする。

　　なお、判断に迷う場合があれば、その場で結論を出さず、直ちに甲と協議すること。

⑶　常に入園者から見られる場所にあるので、勤務中は緊張感をもって従事すること。

⑷　金券及び現金を扱うので、その扱いは常に公明正大に行い、疑念が生じることのないよう、特に注意すること。

⑸　安全管理のため、切符売場の扉は常時施錠し、窓は必要な場合にのみ開けること。

⑹　万一、強盗や脅迫等の事件が発生した場合には、人命尊重を第一とするので、抵抗せず、証拠の確保に努めるなど冷静沈着に行動すること。

⑺　現金及び入園券等の受け払い・取り扱い時には、必ず甲の確認を受けること。

⑻　現金及び入園券等の取り扱いに万全の注意を払い、何人に対しても些かの疑念を生じさせないよう公明正大に業務を行うこと。

５　誘導整理について

出入口周辺の誘導整理における留意点は、次のとおりとする。

⑴　応対には笑顔で明るく、誠実、親切、丁寧に、また、適切、迅速、確実に行うこと。

⑵　出入口の入園者の動きを監視し、不正な手段による入園を防止すること。

⑶　土足禁止や持ち込み禁止品等の注意事項について適宜説明と指導を行うとともに、入園者からの相談や問い合わせ等に適切に対応すること。

⑷　窓口や自動入園券販売機の状況を監視し、状況に応じて人員整理や誘導を適宜行い、トラブル発生の未然防止と迅速な対応に努めること。

⑸　必要に応じてロッカー管理業務と連携し補助すること。また、園内巡回業務と連絡を密に行い、園内外の安全と治安維持を図るように努めること。

⑹　集金や現金搬出入等の作業を補助し、業務施行の安全確保を図ること。

⑺　必要に応じて、中央公園ゲートの鍵の解施錠を行うこと。

⑻　出入口ゲートや正面パイプシャッターの開閉作業を行うこと。

⑼　緊急時には、緊急車両の誘導や雑踏整理を行うこと。

⑽　７/１～７/２０の期間は必要に応じて駐輪場の自転車の整理を行い、その他の期間は、駐輪場管理業務と連携し補助すること。

６　報告事項

約款第１２条の規定に基づき業務施行当日の日報を作成し、原則として総括責任者を経て当日中に甲に提出すること。

第８章　駐輪場管理業務

１　業務概要

本業務は、中央公園ファミリープール駐輪場の監視及び案内整理を行い、入園者の利便に供するものである。

２　運営体制

本業務の運営体制は、原則として次のとおりとする。

⑴　業務期間

毎年度、７月２１日から８月３１日までとする。

⑵　人員配置

	期　　間
	誘導整理員
	合計

	７／２１～８／３１の毎日
	１ポスト
	１ポスト


⑶　勤務時間等

	区　分
	誘導整理員
	備　　考

	始業時刻
	午前８時３０分
	

	終業時刻（標準）
	午後６時００分
	業務完了までとする

	休憩時間
	勤務時間の途中に１時間とする
	


３　業務内容

本業務の内容は、次のとおりとする。

⑴　駐輪場の監視を行い、自転車等の誘導並びに整理を行うこと。

⑵　駐輪場及びその周辺における交通事故や盗難等の発生防止に努めること。

⑶　駐輪場周辺にゴミが散乱している場合には、これを収集すること。

⑷　入園者からの質問や問い合わせには、的確に応答できるようにしておくこと。

⑸　切符売場周辺の入園者の状況に留意し、混雑しているときは入退園管理業務と協調して雑踏整理を行うこと。

⑹　緊急時には、雑踏整理を行うとともに、緊急車両等を誘導すること。

４　閉園時の対応

園内放送で閉園が伝達された場合の対応は、次のとおりとする。

⑴　駐輪場を整理整頓し、忘れ物や落とし物がないか確認すること。

⑵　ゴミの散乱等があれば、清掃を行うこと。

⑶　入退園管理業務と協調して、切符売場及び出入口周辺の後片づけを行うこと。

⑷　駐輪場内に残存する自転車等の状況を把握し、翌日に申し送ること。

５　報告事項

約款第１２条の規定に基づき業務施行当日の日報を作成し、原則として総括責任者を経て当日中に甲に提出すること。

第　９　章　救護業務

１　業務概要

本業務は、中央公園ファミリープール運営に関して怪我や疾病、事故等により入園者に救護が必要となった場合に、速やかな応急手当を行うものである。

２　運営体制

本業務の運営体制は、原則として次のとおりとする。

⑴　業務期間

毎年度、７月１日から８月３１日までとする。

⑵　人員配置

	期　　間
	看護師（正）
	合　　計

	７／１～８／３１の平日
	１ポスト
	１ポスト

	７／１～８／３１の土曜日、祝日及び日曜日
	２ポスト
	２ポスト


⑶　勤務時間等

	区　分
	看護師（正）
	備　　考

	始業時刻
	午前８時３０分
	

	終業時刻（標準）
	午後６時００分
	※業務完了まで

	休憩時間
	勤務時間の途中に１時間とする
	


３　業務内容

本業務の内容は、次のとおりとする。

⑴　救護業務従事者は看護師（正）の資格を有する者とする。

⑵　救護業務に必要な薬品類や器具類については、プール開園前にあらかじめ点検、消毒及び補充を行い、業務施行に際して遺漏のないようにすること。
　なお、当該薬品類等の点検補充に要する経費は乙の負担とする。

⑶　怪我や疾病の応急手当を行った場合には、所定の救護日誌に必要事項を記入すること。

⑷　応急手当に際して、医師の診断若しくは治療が必要であると判断される場合には、所定の医療機関に連絡をとり、その指示を仰ぐこと。

⑸　医療機関への搬送が必要である場合には速やかに手続を講じるとともに、搬送者の家族等関係者に連絡を行い、総括責任者を経て甲に報告すること。

⑹　人命に関わる場合には、直ちに救急救命措置を施すとともに、１１９番通報により救急車及び救急隊の出動要請を行い、総括責任者を経て甲に報告すること。

⑺　医療機関への搬送を行った場合には、必ずその顛末を追い、別途報告書を作成して甲に提出すること。

４　報告事項

約款第１２条の規定に基づき業務施行当日の日報を作成し、原則として総括責任者を経て当日中に甲に提出すること。

第１０章　開園準備業務

１　業務概要

本業務は、中央公園ファミリープール開園に関する清掃、備品器具類の据付、園内装飾品の設置その他を行うものである。

２　運営体制

本業務の業務期間は、毎年度、６月３０日までとする。

３　業務内容

本業務の内容は、次のとおりとする。

⑴　各プールの転落防止柵を撤去収納し、各プール内部を十分に清掃した後に各部の点検を実施し、甲の確認を受けた後に湛水し、遊泳可能な状態にすること。

⑵　日除けテントを組み立て、所定の位置に据え付けること。

⑶　監視台、シェルターテント、パラソル、テーブル、イス、ベンチ、灰皿、トレリス、看板類、人工芝マット、硬質マットその他の備品器具類を所定の位置に据え付けること。

⑷　救護室を整理整頓し、薬品や器具類のうち事前に殺菌消毒が必要なものはこれを行うこと。

⑸　園内各便所を清掃し、トイレットペーパー、汚物入れ、石鹸液を補充すること。

⑹　更衣室及びコインロッカーを清掃し、所定のマットを敷き詰めること。

⑺　宿直室、機械室、切符売場及び放送室を清掃し、整理整頓しておくこと。

⑻　甲が別途購入した園内装飾用観葉植物を所定の位置に設置すること。なお、当該観葉植物の種類数量及び配置計画については、事前に甲と協議のうえ決定するものとする。

⑼　職員休憩所用ユニットハウスを設営すること。なお、設営場所及び時期については、事前に甲と協議のうえ決定するものとする。

	項　　目
	数量
	摘　　要

	２階建てユニットハウス
	２棟
	階段付き、１棟当り延べ床面積２４㎡以上

	冷房機
	４台
	１部屋１台、１台当り１．５馬力程度

	ブラインド・カーテン
	１式
	全ての窓を覆うことができること

	照明・施錠
	１式
	１部屋当り２本以上の蛍光灯を有し、開口部は施錠できること


⑽　据え付ける備品器具類は、あらかじめ洗浄のうえ設営すること。また、常設テントやプールサイドのタイル床面、人工芝床面を清掃すること。

⑾　簡易専用水道の定期検査を受けるために、地下貯水槽の清掃を行うこと。なお、実施時期については、甲乙協議の上、決定する。また、月毎の報告書とは別に定期検査受験時までに地下貯水槽清掃業務の実施報告書を提出すること。

⑿　開園準備業務に必要な洗剤、雑器具、消耗品その他については、特に定めのない限り原則として乙の負担とする。

⒀　開園準備業務に係る光熱水費は原則として甲の負担とするが、乙は、業務施行に際して極力これを節約するよう努めなければならないものとする。

４　報告事項

約款第１２条の規定に基づき業務施行当日の日報を作成し、原則として総括責任者を経て当日中に甲に提出すること。

第１１章　閉園収納業務

１　業務概要

本業務は、中央公園ファミリープール開園中に使用した備品器具類や園内施設を清掃し、据え付けた備品器具類を解体撤去し、所定の場所へ収納するものである。

２　運営体制

本業務の業務期間は、毎年度、原則として９月１日から９月３０日までとする。

３　業務内容

本業務の内容は、次のとおりとする。

⑴　各プールは湛水したままとし、転落防止柵を設置すること。

⑵　日除けテントを解体し、清掃のうえ所定の位置へ収納すること。

⑶　監視台、シェルターテント、パラソル、テーブル、イス、ベンチ、灰皿、トレリス、看板類、人工芝マット、硬質マットその他の備品器具類を撤去し、清掃のうえ所定の位置へ収納すること。

⑷　救護室の薬品や器具類を整理整頓し、整理収納しておくこと。

⑸　園内各便所を清掃し、トイレットペーパー、汚物入れ、石鹸液を１か所に収納すること。

⑹　更衣室及びコインロッカーのマットを撤去し、床を清掃すること。

⑺　宿直室、機械室、切符売場及び放送室を清掃し、整理整頓しておくこと。

⑻　園内装飾用観葉植物を撤去すること。

⑼　職員休憩所用ユニットハウスを撤去すること。

⑽　乙が業務施行に際して園内に持ち込んだ物品類は、原則として全て撤去すること。

⑾　撤去する備品器具類は、十分洗浄のうえ収納すること。また、必要に応じて給脂やワックスがけを行うこと。

⑿　閉園収納業務に必要な洗剤、雑器具、消耗品その他については、特に定めのない限り原則として乙の負担とする。

⒀　閉園収納業務に係る光熱水費は原則として甲の負担とするが、乙は、業務施行に際して極力これを節約するよう努めなければならないものとする。

４　報告事項

約款第１２条の規定に基づき業務施行当日の日報を作成し、原則として総括責任者を経て当日中に甲に提出すること。

第１２章　園内清掃業務

１　業務概要

本業務は、中央公園ファミリープール園内の清掃を行い、清潔で快適な園内環境を入園者に提供しようとするものである。

２　運営体制

本業務の業務期間は、毎年度、３月３１日までとする。

· プール開園期間　７月１日～８月３１日

· プール閉園期間　上記以外（オフシーズン）

３　業務内容

本業務の内容は、次のとおりとする。

⑴　プール開園期間中は、プールサイド、各便所棟、更衣室、コインロッカー及び出入口周辺等の入園者が利用する場所を毎日午前８時３０分までに清掃し、ゴミを撤去しておくこと。

⑵　プール開園時間中には随時園内を巡回し、汚れている場所があれば清掃し、ゴミが散乱していればこれを収集し、満杯のゴミ箱があれば所定の場所まで集積しておくこと。

⑶　プール開園時間中には定期的に便所を巡回点検し、トイレットペーパーや石鹸液等を適宜補充し、汚物入れの汚物を回収すること。

⑷　プール開園期間中における拾得物があれば、総合案内所へ届け出ること。

⑸　プール開園期間中に園内に設置してある観葉植物の水やりを日に１回以上行うこと。なお、天候等により水やりが必要ないと判断した場合は甲乙協議するものとする。

⑹　プール閉園期間（オフシーズン）の園内清掃は、原則として週１回以上行うものとし、プールサイド、各便所棟、売店、食堂、コインロッカー、更衣室、救護室、切符売場及び出入口周辺に散乱する落ち葉やゴミ等を収集のうえ所定の場所へ集積し、必要に応じて水洗いを行い、適宜洗剤等を使用して汚れを落とすこと。

⑺　清掃により収集したゴミは、所定の場所へ集積のうえ固形状廃棄物として処理すること。
　なお、廃棄物の処理に際しては、所定の法令を遵守すること。

⑻　園内清掃業務に必要な洗剤、雑器具、消耗品その他については、特に定めのない限り原則として乙の負担とする。

⑼　園内清掃業務に係る光熱水費は原則として甲の負担とするが、乙は、業務施行に際して極力これを節約するよう努めなければならないものとする。

４　報告事項

約款第１２条の規定に基づき業務施行当日の日報を作成し、原則として総括責任者を経て当日中に甲に提出すること。

第１３章　設備保守管理業務

１　業務概要

本業務は、中央公園ファミリープール園内の電気、機械、給排水及び空調設備の保守点検、運転管理、清掃調整及び軽易な修繕その他を行い、当該設備類の円滑な運転を図るものである。

２　運営体制

本業務の業務期間は、毎年度、３月３１日までとする。

３　業務内容

本業務の内容は、次のとおりとする。

なお、設備保守管理業務全般においては、平成１９年３月文部科学省及び国土交通省作成の「プールの安全標準指針」及び社団法人日本プールアメニティ施設協会発行の「水泳プール総合ハンドブック」（平成２４年２月発行）を踏まえて行われなければならない。

⑴　遊泳用プールの衛生基準（平成１９年５月２８日付健発第0528003号厚生労働省健康局長通知）に定められた所定の設備運転、保守管理及び点検調整を随時実施することとし、常に良好な稼働状態が保たれるようにすること。

⑵　所定の点検により当該設備に異常や故障が発見される若しくは予見される場合には、直ちに甲に報告するとともに、可能な範囲で修理等の対応を行うものとする。

⑶　当該設備の点検調整においては、既定の油脂類等消耗品を適宜交換補充することとし、交換補充に際しては事前に甲と協議すること。

⑷　設備保守管理業務に必要な油脂類、雑器具、消耗品その他については、特に定めのない限り原則として乙の負担とする。

⑸　設備保守管理業務に係る光熱水費は原則として甲の負担とするが、乙は、業務施行に際して極力これを節約するよう努めなければならないものとする。

⑹　業務施行により発生する廃棄物の処理に際しては、所定の法令を遵守すること。

⑺　ろ過及び補給水等設備の運転については、甲と協議のうえ可能な限りの節約に努めなければならないものとする。

⑻　プール開園期間中は、いかなる状況変化にも対応できるように体制を整えておくこと。

⑼　循環ろ過機（２系統）、流れるプール起流ポンプ（４台）、こどもプール循環噴水ポンプ（２系統）については、プール開園時間中は原則として常時運転するものとする。

⑽　プール開園期間中の循環ろ過機（２系統）及び滅菌ポンプ（３台）の運転については、所定の水質基準を満足するように適宜運転調整すること。

⑾　プール開園期間中のプール補給水に係るポンプ類の運転は、所定の運転基準から当日の運転内容を策定し、甲と協議のうえで決定し運転を実施するものとする。

⑿　所定の法令や基準の改正があった場合には当該改正内容に準拠して業務を施行するものとし、詳細については甲及び乙が協議のうえ必要事項を決定するものとする。

４　報告事項

設備保守管理業務に係る報告事項等は、次のとおりとする。

⑴　約款第１２条の規定に基づき業務施行当日の日報を作成し、原則として総括責任者を経て当日中に甲に提出すること。

⑵　各設備及びポンプ類の稼働状況、保守管理及び点検調整の状況を日報に記載すること。

⑶　ろ過設備、滅菌ポンプ及び補給水ポンプの稼働時間を日報に記載すること。

⑷　ろ過設備の逆洗運転状況を日報に記載すること。

⑸　水道及び電気メーターの検針結果を日報に記載すること。

第１４章　水質管理業務

１　業務概要

本業務は、中央公園ファミリープール開園中のプール内水質管理を行い、清潔で快適なプール環境を入園者に提供しようとするものである。

２　運営体制

本業務の業務期間は次のとおりとする。

毎年度７月１日から８月３１日まで

３　業務内容

本業務の内容は、次のとおりとする。

なお、水質管理業務全般においては、平成１９年３月文部科学省及び国土交通省作成の「プールの安全標準指針」及び社団法人日本プールアメニティ施設協会発行の「水泳プール総合ハンドブック」（平成２４年２月発行）を踏まえて行われなければならない。

⑴　遊泳用プールの衛生基準（平成１９年５月２８日付健発第0528003号厚生労働省健康局長通知）に定められた基準を満足するべく必要な衛生管理を実施し、プール開園中は常に良好な衛生環境が保たれるようにすること。

⑵　プール等に起因する疾病等が発生若しくは予見されるときは、直ちに甲と協議すること。

⑶　業務施行に際しては所定の基準を遵守することは当然であるが、常に遊泳者の立場になって現場を確認し、快適なプール環境を提供できるように配慮すること。

⑷　水質管理業務に必要な薬剤、試薬、検査器具、消耗品その他については、特に定めのない限り原則として乙の負担とする。

⑸　水質管理業務に係る光熱水費は原則として甲の負担とするが、乙は、業務施行に際して極力これを節約するよう努めなければならないものとする。

⑹　業務施行により発生する廃棄物の処理に際しては、所定の法令を遵守すること。

⑺　開園期間中は、いかなる状況変化にも対応できるように体制を整えておくこと。

⑻　所定の水質検査を７月及び８月に各１回実施すること。なお、当該検査実施日は原則として月曜日若しくは休日の翌日とするが、実施前に甲及び乙が協議のうえ決定するものとする。

⑼　水質管理のための消毒及び循環ろ過に使用する次亜塩素酸ソーダや珪藻土等の薬剤類については、搬入量や投入量（使用量）及び在庫量を厳正に管理し、水質管理に過不足なく適切に使用すること。

⑽　所定の法令や基準の改正があった場合には当該改正内容に準拠して業務を施行するものとし、詳細については甲及び乙が協議のうえ必要事項を決定するものとする。

４　報告事項

水質管理業務に係る報告事項等は、次のとおりとする。

⑴　約款第１２条の規定に基づき業務施行当日の日報を作成し、原則として総括責任者を経て当日中に甲に提出すること。

⑵　水質管理に使用する次亜塩素酸ソーダや珪藻土等の薬剤類の搬入量や投入量（使用量）及び在庫量について、日報に記載すること。

⑶　各プールの水位測定の結果を日報に記載すること。

⑷　水質検査の結果を取りまとめたうえ、甲に報告すること。

第１５章　自家用電気工作物点検業務
１．目　的

本仕様書は、広島市が設置した電気設備（以下、「設備」という。）の自家用電気工作物の工事、維持及び運用に関する保安を確保するための保安管理業務に関する外部委託について必要な事項を定め、もって契約の適正な履行の確保を図るものである。

２．保安管理業務の対象

保安管理業務の対象は、次に掲げる電気工作物とする。

（１）・事業場の名称　　　　　中央公園ファミリープール

　　 ・事業場の所在地　　　　中区基町４番４１号

　　 ・電気設備の概要　　　　受電設備容量５２５KVA

（２）・事業場の名称　　　　　中央公園（芝生広場）

　　 ・事業場の所在地　　　　中区基町

　　 ・電気設備の概要　　　　受電設備容量１３０KVA

（３）・事業場の名称　　　　　中央公園（堀川中継ポンプ）

　　 ・事業場の所在地　　　　中区基町

　　 ・電気設備の概要　　　　受電設備容量１５０KVA

３．用語の定義

仕様書に使用する用語の定義は、次の各号に定めるところによる。

（１）「委託者」とは、公益財団法人広島市みどり生きもの協会（以下「甲」という。）を

いう。

（２）「受託者」とは、業務の実施に関し、委託者と委託契約を締結した電気管理技術者（以下「個人事業者」という。）もしくは、会社等の電気保安法人（以下「法人」という。）をいう。（以下、「乙」という。）

（３）「電気管理技術者」とは、個人事業者であって保安管理業務を担当する者をいう。
（４）「保安業務従事者」とは、電気保安法人の委託契約の承認申請に係る事業場（以下「申請事業場」という。）の保安管理業務に従事する者をいう。

（５）「保安業務担当者」とは、保安業務従事者であって申請事業場を担当する者をいう。
（６）「契約書」とは、本委託契約の委託契約書をいう。

（７）「特記仕様書」とは、仕様書を補足し、業務の実施関する詳細又は、特別な事項を定める図書をいう。

４．経営の状況等

（１）電気保安管理業務契約状況

乙は、電気保安管理業務において契約している換算係数（経済産業省告示２４９号第３条による）と契約対象電気工作物の換算係数の総和（以下「持ち口数」という。）が３３点未満であること。

（２）実績及び入札参加資格

乙は、所轄経済産業局長の保安管理業務外部委託を受けて、連続して３年以上電気保安管理業を営み、広島市の入札参加資格を有すること。

５．提供する役務の品質保証

（１）個人事業者における品質保証

乙は、電気事業法施行規則第５２条の二第１号に規定する要件を満足し、かつ保安管理業務のみを専従とする電気管理技術者であること。

（２）法人における品質保証

ア　乙は、点検、試験、事故処理、相談等の提供する役務について、電気事業法施行規則第５２条の二第２号ニに規定されるマネジメントシステムを構築し、レビューを実施していること。

イ　乙は、電気事業法施行規則第５２条の２第２号イに規定する要件を満足する資格を有し、かつ電気保安法人の従業員である保安業務従事者を選任すること。

ウ　乙は、保安管理業務の職務のみを専従とした保安業務担当者を選任すること。

エ　保安業務担当者と保安業務従事者は指揮命令関係にあって、点検・報告等の業務分担が明確となっている体制であること。

（３）本人の確認

甲は、乙の電気管理技術者又は保安業務従事者等と面接を行い、本人であることの確認を行うこと。

（４）連絡責任者

甲は、電気工作物の工事、維持及び運用に関する保安のため、必要な事項を乙と連絡・協議する責任者を選任すること。

（５）損害賠償の能力

乙は、この契約の実施にあたって、故意又は過失による甲又は第三者に与える恐れがある損害（甲又は第三者の感電、点検に伴う機器の損傷、停電による業務の障害等）に対して十分な賠償能力を有すること。また、個人事業者において他者に業務を応援させる場合には、その応援者についても同様とする。

６．業務の内容等

（１）保安管理業務内容

乙は、所定の保安規程に基づいて業務を実施するものとし、その具体的実施基準は、別紙１「保安管理業務の細目及び基準」によるものとする。

（２）実施者の確認

乙は、点検等を行う際（但し緊急時を除く。）には、委託契約書に明記されている電気管理技術者又は保安業務担当者等であることを示す身分証明書により本人であることを甲に明らかにすること。

（３）再委託の禁止

乙は、契約した業務の全部又は一部を他の者に再委託してはならない。

ただし、乙が個人事業者であって、本人の急病等で真にやむを得ない理由があり、かつ甲が承認した場合はこの限りでない。

（４）緊急時の協力体制

乙は、電気事故等、緊急時における宿直・連絡・応動体制等の協力体制について明確にし、1時間以内に応急措置等の対応ができること。

（５）絶縁監視装置

低圧電路の絶縁（漏電）を監視するために絶縁監視装置（５０ｍA以下の漏電電流で感知し発報するもの）を乙の責任において設置し、これを維持管理すること。

乙は、この装置により絶縁状態（漏電）を常時監視、し電路の絶縁が不良（漏電が発生）となったことを感知した場合には、甲に通知するとともに応急措置をとるものとする。

７．安全管理

（１）安全の確保

業務の実施にあたっては、労働安全衛生規則、電気事業法等の関連法規を遵守し安全の確保に努めなければならない。

（２）単独作業の禁止

高圧回路の停電、送電操作を伴う作業、高圧近接作業、又は高所作業を行う場合は、安全確保のため監視者をおいて複数で作業を実施するよう努めること。

（３）保護具、防護具の使用

乙は、高圧近接作業を行う場合は適正な絶縁用防護具、絶縁用保護具を使用しなければならない。（労働安全衛生規則第３４２、３４３条）

　　　そのために必要な適正な防護具、保護具を常備しなければならない。

乙は、防護具、保護具を定期的に（６ヶ月に１回以上）に耐圧試験を実施し、その絶縁性能が維持されていることを確認しなければならない。（労働安全衛生規則第３５１条）

また、その記録は「甲」の求めがあったとき、直ちに開示しなければならない。

（４）労働災害総合保険等への加入

乙は、予想される高電圧、高所作業等における労働災害事故に備えて労働者災害補償保険に加入していること。

８．機械器具の管理

（１）機械器具の保有

乙は、業務に使用するために平成１５年経済産業省令第８０条電気事業法施行規則第５２条の２第１号ハ、第２号ロ、経済産業省告示２４９号第２条に規定された機械器具を保有しなければならない。

	【参考】経済産業省告示２４９号第２条

電気事業法施行規則第５２条の２第１号ハ、第２号ロの機械器具は、次の各号に掲げるものとする。

ただし、保安管理業務を実施する事業場の設置者がこれらの機械器具を当該事業場に備え付けてある場合にあっては当該機械器具を、委託契約の相手方が太陽電池発電所、燃料電池発電所、需要設備又は配電線路を管理する事業場の保安管理業務のみを実施する場合にあっては第七号から第九号までに掲げる機械器具を委託契約の相手方又は当該事業場の設置者が必要な場合に使用し得る措置を講じている場合にあっては第十号及び第十一号に掲げる機械器具をそれぞれ除くものとする。

一　絶縁抵抗計、二　電流計、三　電圧計、四　低圧検電器、五　高圧検電器、六　接地抵抗計、七　騒音計、八　振動計、九　回転計、十　継電器試験装置、十一　絶縁耐力試験装置


（２）測定器の校正・誤差試験

乙が業務に使用する次の測定機器（継電器試験機、耐圧試験機に組み込まれた交流電圧計、電流計も含む。）は国家基準を満足した方法で校正・誤差試験を実施すること。

１）交流電圧計　２）交流電流計　３）絶縁抵抗計　４）接地抵抗計

（３）校正・誤差試験結果の記録等

前項の測定機器の校正・誤差試験の周期は１年未満とし、乙はその試験結果の記録を台帳管理するととともに、甲の求めがあったときは直ちに開示しなければならない。

合格品には校正試験合格シールを貼付し、その中に実施日を明示しなければならない。

９．保安教育

甲の従業員に対して行う電気工作物の保安に関する必要な事項について、講習会開催の要請を甲から受けた場合乙は講習会を開催すること。

１０．報告事項等

（１）業務着手届

乙は、契約締結後直ちに業務着手届を提出しなければならない。

（２）事前承諾書類

乙は、あらかじめ甲に対し、次の書類を提出してその承諾を得なければならない。（変更があった場合も同様とする。）

ア　約款第８条に定める現場責任者（個人事業者においては電気管理技術者、法人においては保安業務担当者）及び保安業務従事者の氏名等
イ　電気保安管理業務契約状況調書

ウ　到達時間確認書（地図・距離・交通機関等を明記したもの）

エ　緊急時協力体制

オ　保安管理業務以外の職務を兼務しない旨の誓約書

カ　所有機械器具一覧表（校正・誤差試験記録含む）

キ　所有機械保護具・防護具一覧表（耐圧試験記録含む）

ク　損害賠償保険に加入している場合はその保険証の写し

ケ　労働災害総合保険証等に加入している場合はその保険証の写し

コ　法人にあっては次の書類

1 実績証明書

2 マネジメントシステム文書（社内規約等）

3 指揮命令体制及び業務分担表

4 保安業務従事者が法人の従業員である証明書（健康保険証等）

（３）委託業務実施計画書

乙は、約款第６条に定める委託業務実施計画書（保安規程及び保安管理業務の細目及び基準に基づく点検等に関する年間実施計画書）を契約締結後速やかに甲提出して、承認を受けなければならない。

（４）委託業務実施報告書

乙は、約款第１２条に定める委託業務実施報告書（点検等報告書）を点検等実施後速やかに甲提出して、履行確認のために検査を受けるものとする。

甲は、その実施者及び点検等に係る記録（委託業務実施報告書）を保存すること。

（５）改善措置

乙より改善の指導・意見があった場合、甲は乙と協議のうえ、速やかに改善措置を行うこと。

１１．費用の負担等

業務を行うために要する費用のうち次のもの以外は全て乙の負担とする。

ア　電気料及び水道料

イ　小修繕において取替等で必要となる機材部品

１２．その他

（１）経済産業局への申請・届出

見積り又は入札の結果、乙との契約が締結された場合は、契約期間の開始の日から速やかに乙の責任において手続き書類を作成し、中国経済産業局長宛に保安管理業務外部委託承認申請書ならびに保安規程届出書を提出するものとする。（電気事業法第４２条第１項、電気事業法施行規則第５２条第２項）

（２）契約解除

前項（１）の申請が電気主任技術者の外部委託の承認に関する審査基準（平成１５年１０月原子力安全・保安院電力安全課）に適合しない等の理由により、承認を得られなかった場合、又は取り消しになった場合において、甲はこの契約を一方的に解除できるものとする。

　 （３）注意事項

業務施行に際しては、電気事業法、電気事業法施行令、電気事業施行規則及び広島市電気設備保安規定等の関連する規定に準じて行うこと。
（４）完了検査

定例保安業務完了後は、その都度速やかに点検報告書を作成のうえ所定の完了届とともに甲に提出し、甲の完了検査を受けること。

（５）賠償責任

受託者は、その責めに帰すべき理由により甲及び第三者に損害を与えた場合には、その賠償の責を負わなければならないものとする。

（６）その他

本仕様書に明記のない事項で、疑義を生じた場合には、甲と受託者との協議のうえ必要事項を決定するものとする。
（別紙１）

保安管理業務の細目及び基準

１　保安管理業務のうち定例的な業務（以下「定例業務」という。）は、別表１及び別表２のとおりとし、経済産業省令で定める技術基準に適合しない事項又はその他必要な事項がある場合は、指導及び助言を行う。

２　電気工作物の設置、変更等の工事期間中にあっては、毎週１回以上の点検を行い指導又は助言を行うこと。ただし、定例業務としては１ヶ月のうち初回のみとする。

３　電気事故が発生した場合又は発生するおそれがある場合は、必要に応じ臨時点検を行い、甲に対して応急措置を指導するとともに、再発防止についてとるべき措置の指導又は助言を行う。

　　なお、電気事業法第１０６条で定める電気事故報告を行う場合は、その作成及び手続きの指導を行う。

４　電気事業法第１０７条で定められた立ち入り検査の立会を行う。

５　上記１から４以外の業務（以下「定例外業務」という。）については別途とし、その都度行う。

（１）２でいう工事中の点検で１ヶ月のうち２回目以降の点検は定例外業務として指導又は助言を行う。

（２）電気工作物の設置又は変更の工事について、設計の審査及び竣工検査を行い、指導又は助言を行う。

（３）電気工作物の事故防止のため必要に応じて精密検査を行う。

別表１　点検業務の区分・定義及び周期

	区分
	定　　　　義
	周　期
	摘　　要

	監　視
	絶縁監視装置等により低圧電線路及び使用場所の設備の絶縁状態を的確に監視すること。
	常　時
	

	月次点検
	電気設備の使用状態において、特別の防護措置の必要なく容易に到達できる範囲内から、電気工作物の劣化、損耗及び運転状態を“目で見る”“音を聞く”“臭を嗅ぐ”等により設備の外観上の異常の有無を調査する。
	隔月１回以上
	絶縁監視装置等の監視を行わない場合には毎月１回以上

	年次点検
	電気設備の運転を停止して、主として月次点検で実施できない電気工作物の劣化、損耗について“目で見る”“手を触れる”“臭を嗅ぐ”等により設備の外観上の異常を調査するほか、測定、試験を行い異常の有無を調査する。
	毎年１回以上
	月次点検も併せて実施する

	臨時点検
	電気工作物の外観及び測定・試験記録値の経年変化等に著しい兆候が見受けられたとき、若しくは同類の機器等に欠陥等の異常が発生したとき、あるいは異常気象時（暴風、豪雨、洪水、豪雪等）及び災害時（火災、地震等）等の前後に、計画若しくは計画以外に点検・測定及び試験等を行い異常の有無を調査すること。
	必要な都度
	

	工事期間中の点検
	電気工作物の設置、改造等の工事期間中にあっては、特別の防御措置の必要なく容易に到達できる範囲から、電気工作物の劣化、磨耗及び運転状態を「目で見る」「音を聞く」「臭いを嗅ぐ」等により、設備の外観上の異常の有無を調査する。
	週１回
	


別表２　点検業務の実施項目　　　　　　　　　　　　　　　　　　（その１）
	区分
	電気工作物
	実　施　項　目
	摘　　要

	監　　視
	低圧電線路及び

使用場所の設備
	配線及び

機械器具
	絶　縁　監　視
	絶縁監視装置等の監視を行わない場合には不要

	月　次　点　検
	電気設備全般
	外　部　点　検
	変圧器バンクごとの電圧・電流チェック（配電盤等に計測器の取り付けてあるもの）を行う

	
	
	（注）
	非常用予備発電装置については、外部点検以外に、発電装置は起動停止の状態を、蓄電池は電解液量をそれぞれ確認・点検を行う
	

	年　　　　次　　　　点　　　　検
	受　　　　電　　　　設　　　　備
	責任分界点

となる開閉器

引込口配線
	外部精密点検

絶縁抵抗測定
	

	
	
	配　　線
	外部精密点検

絶縁抵抗測定
	

	
	
	受配電盤
	外部精密点検

絶縁抵抗測定
	

	
	
	計器用変成器
	外部精密点検

絶縁抵抗測定
	

	
	
	保安装置

（継電器）
	外部精密点検

動作試験（表示・警報）
	手動による（継電器のテストボタン等により作動させる）

	
	
	高圧遮断器

高圧開閉器類
	外部精密点検

絶縁抵抗測定

動作試験（表示・警報）
	手動による（継電器のテストボタン等により作動させる）

	
	
	変圧器
	外部精密点検

絶縁抵抗測定
	

	
	
	その他機器
	外部精密点検

絶縁抵抗測定
	

	
	
	接地装置
	外部精密点検

接地抵抗測定　※１
	


別表２　点検業務の実施項目　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（その２）

	区分
	電気工作物
	実　施　項　目
	摘　　要

	年　　　　次　　　　点　　　　検
	構内電線路
	電線路
	外部精密点検

絶縁抵抗測定
	

	
	
	接地装置
	外部精密点検

接地抵抗測定　※１
	

	
	使用場所の設備
	配線及び

機械器具
	外部精密点検

絶縁抵抗測定
	

	
	
	接地装置
	外部精密点検

接地抵抗測定　※１
	

	
	非常用予備電源装置
	発電装置
	外部精密点検

絶縁抵抗測定
	

	
	
	蓄電池装置
	外部精密点検

絶縁抵抗測定
	絶縁抵抗測定は充電器の電源電路のみ実施する

	
	
	接地装置
	外部精密点検

接地抵抗測定　※１
	

	臨　　　　時　　　　点　　　　検
	高圧機器の絶縁油

（変圧器等）
	絶縁油点検

（目視点検）
	過負荷、短絡等の実績があり点検を必要とするとき実施する

	
	
	絶縁油の絶縁耐力

及び酸価試験
	絶縁油点検の結果により実施する

	
	非　常　用

予備電源装置
	発電装置
	制御装置試験

（シーケンス試験）
	

	
	
	蓄電池装置
	セル電圧、液比重、液温の測定
	

	
	電気設備全般
	外　部　点　検
	異常気象時及び災害時に被害の把握を重点に実施する

	
	高圧遮断器

高圧開閉器
	内　部　点　検
	

	工事期間中の点検
	電気設備全般
	外　部　点　検
	変圧器バンクごとの電圧・電流のチェック（配電盤等に計測器の取り付けてあるもの）を行う。

	（注）
	１．年次点検で※１を付した項目は、過去の実績により規定値を上回らないと判断される場合は、協議のうえ測定周期を延長することがある

２．外部精密点検には端子締付点検を含む


第１６章　消防用設備等保守点検業務
１　この業務は、消防用設備等及び防火上必要な建築設備（以下「設備」という。）の性能を維持し、常に安全かつ良好な状態を保ち、諸設備の耐久化を図るため行うものである。

２　業務の委託内容及び範囲は次のとおりとする。

　⑴　消防法第１７条の３の３に基づく設備の点検（機器点検、以下「６か月点検」、機器点検・総合点検、以下「１年点検」という。）に関すること。

　⑵　前号の業務に付随する軽微な保守（別表第２に定める事項）に関すること。

　⑶　第１号の業務実施月にかかわらず、委託者（以下「甲」という。）の要請による緊急又は異常発生時の対応に関すること。

３　業務を行う設備、数量等、業務の基準となるべきものについては、別表第３のとおりとする。（当該業務の委託内容に軽微な変更が生じた場合は、乙の負担において実施するものとする。）

４　乙は、業務の実施に当たっては、消防設備士又は消防設備点検資格者等の有資格者を従事させるものとする。

５　乙は、あらかじめ甲に対し、前項の資格を証する書類の写しを提出するものとし、責任者又は従業員に変更があったときも、また同様とする。

６　甲は必要に応じて、従業員の身分証明書又は資格証明書（以下「証明書等」という。）の提示を求めることができるものとし、従業員は、この求めがあった場合は証明書等を提示するものとする。

７　業務の実施に当たっては、甲と事前に協議し日時・作業方法等を決定し、委託業務実施計画書（工程表）を作成し提出するものとする。

８　業務の実施に当たっては、原則として甲の立ち会いのもとに行うものとする。

９　乙は、上記２⑴の業務を行ったときは、所定の様式による業務実施報告書及び点検結果報告書を、当該業務終了後２０日以内に提出するものとする。

10　点検結果報告書の提出部数は、３部とする。

11　点検結果報告書の作成（記載）に当たっては、㈶日本消防設備安全センター発行の「消防用設備等点検実務必携」を準用し、作成するものとする。

　　なお、点検結果報告書の様式については、平成１６年消防庁告示第９号による様式を使用すること。

12　消防用ホース及び連結送水管の耐圧性能点検については、広島市消防局が示している運用基準（平成１５年１月１６日指建第２号）に基づき実施するものとする。

　　なお、消防用ホースの耐圧性能点検については、点検対象の３分の１以上のホースについて実施するものとする。

13　連結送水管の耐圧性能点検を実施する際は、異常が発生した場合の減圧、排水等の準備をし、安全対策に万全を期すること。

14　業務委託契約約款第１９条中「その責めに帰すべき理由」に次の各号は含まないものとする。

　⑴　設備の経年劣化による腐食、溶接又は接続部分の不備等維持管理に帰するとき。

　⑵　天災その他の予知できない異変と認められる不可抗力に基づき、損害を被ったとき。

15　消防用設備等の点検後、｢消防用設備等点検済表示制度について｣(平成８年４月消防予第６１号消防庁予防課長通知)に基づいた消防用設備等点検済表示ラベルを貼付するものとする。

16　業務の実施に当たり、この仕様書に疑義があるとき、又は定めのない事項については甲・乙協議のうえ決定するものとする。

別表第２
　「軽微な保守」の範囲
　　第１条第２号の「軽微な保守」の範囲は、消防用設備等の点検を実
施する際、同時に行う下記部品の取替え、充てん及び調整等とする。
　　　　　　　　　　　　　　　 記
	
	
	
	

	　
	　　　　　　
	 電球、ヒューズ、ビス、ゴムパッキン、スイッチ、
	

	　
	 保守用部品
	
	

	　
	　　　　　　
	 保護ガラス等、保護タイヤ等
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	　
	　　　　　　
	 放射テスト用の泡もしくは粉末薬剤（ボンベを含む｡）、
	

	　
	 詰替薬剤等
	
	

	　
	　　　　　　
	 封印等
	

	
	
	
	


別表第３　中央公園ファミリープール　　　中区基町４－４１

	設　　備　　名
	機　　器　　名
	数　　量

	消火器
	小型　粉末　加圧
	１４本

	自動火災報知設備
	受信機　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　6/10
	１式

	
	表示機
	１台

	
	差動式スポット型感知器
	３４個

	
	定温式スポット型感知器
	４個

	
	煙感知器
	１７個

	
	発信機
	５台

	
	地区音響装置
	５台

	
	常用電源
	１式

	
	非常電源
	１式

	消防用水
	水源　　　　　　　　　　　　　　　　プール　2,000㎥
	１基

	
	給水装置
	１式

	
	採水口
	１式

	
	吸管投入口
	１台

	防煙防火戸設備
	制御盤　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１Ｌ
	１台

	
	煙感知器
	１個

	
	防火戸閉鎖器
	２台


第１７章　公園便所清掃業務

１　業務概要

本業務は、中央公園の便所清掃及び保守点検を行うものである　　
２　運営体制

本業務の施行は、特別の事由または本協会の指示がない限り、原則として下記に掲げる清掃周期で実施するものとする。

　(1)　公園便所Ａ（３か所）

　毎日

　(2)　公園便所Ｂ（５か所）

　週３回
３　業務内容

本業務の内容は、次のとおりとする。
(1) 清掃作業中は、その旨を示す表示板を掲げ、利用者に一時使用禁止であることを知らせること。

(2) 便器に付着した汚物等は、これを除去し、清水ですすぐこと。また、汚れのひどい場合には薬品等を使用してきれいに除去し、
　　十分に洗うこと。

(3) 床は汚物を除去のうえ清水で洗い流し、溜まった水は排水すること。また、必要に応じて薬剤等で洗浄すること。

(4) 壁は汚物を除去し、清水で洗い流すこと。ただし、磁器タイル等内装材が使用されている場合は、直接水をかけず雑巾等を
使用し、目地等を痛めないよう注意すること。
　 (5)　  落書きはこれを抹消すること。

　 (6)　  天井等に付着したクモの巣、埃はホウキ等を利用して取り払うこと。

　(7)　  洗面器は汚物を除去し、洗浄すること。

(8) 便器及び排水管に夾雑物の詰まりが生じた場合は、これを除去し、洗浄すること。
(9) 便所周囲の雑草、ゴミ等を除去し、清潔な環境を保持すること。

(10) 清掃によって除去した汚物、夾雑物、ゴミ等は、速やかに搬出し、環境保全に十分に留意して処分すること。
４　注意事項
(1) 公園利用者その他第三者に不快感を与えることのないように注意すること。特に平和記念公園においては、その国際的知名度
を十分認識して施行すること。

(2) 便所施設等の保守点検を行い、施設の故障及び破損等の異常を発見した場合には、応急処置を講じるとともに、速やかに本協

会まで報告し、指示を受けること。

(3) 異臭等周囲に多大な迷惑を及ぼすような事態が発生した場合には、応急処置を講じるとともに、その原因を調査し、速やかに
本協会まで報告すること。

(4)   業務着手に際しては、あらかじめ本協会に対し、現場責任者及び従業員の住所、氏名等を報告するものとする。また、現場責任
者及び従業員に変更のあったときも同様とする。

(5)   業務施行後は、所定の公園便所清掃作業実施報告書を１か月ごとにまとめたうえ、翌月の５日までに本協会に提出し、完了検査
を受けること。

(6)   業務の施行内容、方法等不明な点が生じた場合には、独断で処理することなく、速やかに本協会に連絡し、その指示を受けること。

(7) 　受託者は、その責めに帰すべき理由により第三者に損害を与えたときには、その賠償の責を負わなければならない。

(8)   本仕様書に明記されていない事項または疑義を生じた場合には、本協会と協議のうえ必要事項を決定するものとする。

 (9)   毎月１回着手前、着手後の写真を、各便所において数か所撮影し、本協会に提出すること。
公園便所清掃施行か所一覧表
・公園便所Ａ（３か所）：毎日清掃
　
	№
	公　園　名
	名　　　　　　　　　　称
	位置記号

	１
	中央公園
	青少年集いの広場
	（Ａ－１）

	２
	中央公園
	広島城跡天守閣南
	（Ａ－２）

	３
	中央公園
	三の丸
	（Ａ－３）


・公園便所Ｂ（５か所）：週３回清掃
	№
	公　園　名
	名　　　　　　　　　　称
	位置記号

	１
	中央公園
	徒渉池北側
	（Ｂ－１）

	２
	中央公園
	芝生広場西側
	（Ｂ－２）

	３
	中央公園
	芝生広場南側
	（Ｂ－３）

	４
	中央公園
	広島城跡裏御門北
	（Ｂ－４）

	５
	中央公園
	広島城跡堀北側
	（Ｂ－５）
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